
条例番号 条     例     名 所  管  名 公 布 年 月 日

条例第４３号
さいたま市議会委員会条例の一部を改正する

条例
議 員 提 案 令和３年１１月３０日

条例第４４号

さいたま市議会の議員の議員報酬、期末手当及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例

職 員 課 令和３年１１月３０日

条例第４５号
さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与

に関する条例の一部を改正する条例
職 員 課 令和３年１１月３０日

条例第４６号

さいたま市職員の給与に関する条例及びさい

たま市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部を改正する条例

職 員 課 令和３年１１月３０日

条例第４７号
さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部

を改正する条例 
住 宅 政 策 課 令和３年１２月２４日

条例第４８号

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例 

幼 児 政 策 課 令和３年１２月２４日

条例第４９号 さいたま市保育所条例の一部を改正する条例 保 育 課 令和３年１２月２４日

条例第５０号
さいたま市国民健康保険条例の一部を改正す

る条例 
国民健康保険課 令和３年１２月２４日

条例第５１号
さいたま市農村広場条例の一部を改正する条

例 
見沼グリーンセンター 令和３年１２月２４日



さいたま市条例第４３号 

さいたま市議会委員会条例の一部を改正する条例

さいたま市議会委員会条例（平成１３年さいたま市条例第２８６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （委員会の開催方法の特例）

第１５条の２ 委員長は、新型コロナウイルス感染

症（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６

条第７項第３号に規定する新型コロナウイルス感

染症をいう。）のまん延の予防措置により委員が

委員会の開会場所に参集することが困難と認める

ときは、映像と音声の送受信により相手の状態を

相互に認識しながら通話をすることができる方法

（以下「オンラインによる方法」という。）で委

員会を開くことができる。ただし、第２０条第１

項の秘密会は、この限りでない。

２ 前項本文の場合において、オンラインによる方

法で出席を希望する委員は、あらかじめ委員長に

届け出なければならない。

３ 前項の規定による届出をして、委員会に出席し

た委員は、委員会に出席したものとみなして、次

条、第１７条第１項及び第３０条第１項の規定を

適用する。

４ オンラインによる方法での委員会の開催方法そ

の他必要な事項は、議長が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第４４号 

   さいたま市議会の議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例

第１条 さいたま市議会の議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第３６号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ 期末手当の額は、それぞれ、その基準日現在（

前項後段に規定する者にあっては、任期満了し、

辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は任期終

了した日現在）において前項に規定する者が受け

るべき議員報酬の月額及びその議員報酬の月額に

１００分の４５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１５７．５を乗じて得た額に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、それぞれ、その基準日現在（

前項後段に規定する者にあっては、任期満了し、

辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は任期終

了した日現在）において前項に規定する者が受け

るべき議員報酬の月額及びその議員報酬の月額に

１００分の４５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

第２条 さいたま市議会の議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一

部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。



改正後 改正前

（期末手当） （期末手当）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ 期末手当の額は、それぞれ、その基準日現在（

前項後段に規定する者にあっては、任期満了し、

辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は任期終

了した日現在）において前項に規定する者が受け

るべき議員報酬の月額及びその議員報酬の月額に

１００分の４５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１６２．５を乗じて得た額に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、それぞれ、その基準日現在（

前項後段に規定する者にあっては、任期満了し、

辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は任期終

了した日現在）において前項に規定する者が受け

るべき議員報酬の月額及びその議員報酬の月額に

１００分の４５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１５７．５を乗じて得た額に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

   附 則

この条例は、令和３年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４

年４月１日から施行する。



さいたま市条例第４５号

   さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条

例

第１条 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（平成１３年さい

たま市条例第４０号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第６条 ［略］ 第６条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１５７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

第２条 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を次のよう

に改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第６条 ［略］ 第６条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１６２．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１５７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以



内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

３ ［略］ ３ ［略］

   附 則

この条例は、令和３年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４

年４月１日から施行する。



さいたま市条例第４６号 

   さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の１０７．５を乗じて得た額）に、基準日以前

６月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。

～  ［略］ ～  ［略］

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは

「１００分の７２．５」と、「１００分の１０７

 ．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６ ［略］ ４～６ ［略］

第２条 さいたま市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を



当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２０を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受

ける職員でその職務の級が５級以上であるもの並

びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当

するもの（これらの職員のうち、規則で定める職

員を除く。第３０条及び附則第３５項において「

特定管理職員」という。）にあっては１００分の

１００を乗じて得た額）に、基準日以前６月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

～  ［略］ ～  ［略］

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１

００分の６７．５」と、「１００分の１００」と

あるのは「１００分の５７．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

４～６ ［略］ ４～６ ［略］

 （さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第３条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

１年さいたま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与条例の適用除外等）  （給与条例の適用除外等）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］



２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１０

０分の１５７．５」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１０

０分の１６７．５」とする。

第４条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を

次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与条例の適用除外等）  （給与条例の適用除外等）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員



又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分

の１６２．５」とする。

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１０

０分の１５７．５」とする。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、令和４

年４月１日から施行する。



さいたま市条例第４７号 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （減免）  （減免）

第４条 ［略］ 第４条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 市長が特に必要があると認める建築物について

は、別表第１４項、第１４項の２及び第１５項か

ら第５１項の７までに規定する手数料を免除する。

４ 市長が特に必要があると認める建築物について

は、別表第１４項、第１４項の２及び第１５項か

ら第５１項の４までに規定する手数料を免除する。

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務の種類 手数料の額 

１～６０の２ ［略］ 

６１ 長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成２

０年法律第８７号。以下「

長期優良住宅法」という。

）第５条第１項から第５項

までの規定による長期優良

住宅建築等計画の認定の申

請に対する審査（次項及び

第６３項に規定するものを

除く。） 

次の各号に掲 

げる区分に応じ、

当該各号に定め 

る金額 

  ・  ［略］  ［略］ 

事務の種類 手数料の額 

１～６０の２ ［略］ 

６１ 長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成２

０年法律第８７号。以下「

長期優良住宅法」という。

）第５条第１項から第３項

までの規定による長期優良

住宅建築等計画の認定の申

請に対する審査（次項、第

６２項の２及び第６３項に

規定するものを除く。） 

１戸につき次

に掲げる額を認

定の申請の住戸

の数（以下「申

請戸数」という。

）で除して得た

額（その額に１

００円未満の端

数があるときは、

これを切り捨て

た額。次項から

第６５項までに

おいて同じ。）

  ・  ［略］  ［略］ 

６２ 長期優良住宅法第５条

第１項から第３項までの規

定による長期優良住宅建築

等計画の認定の申請に対す

る審査で、住宅の品質確保

の促進等に関する法律（平

成１１年法律第８１号。以

１戸につき次

に掲げる額を申

請戸数で除して

得た額 



下「品確法」という。）第

５条第１項に規定する登録

住宅性能評価機関により長

期優良住宅法第６条第１項

各号に掲げる基準に適合す

ると認められているもの 

 一戸建てのもの 

ア 新築の場合 

 イ 増築又は改築の場合

 一戸建て以外のもの 

  ア 床面積の合計が５０

０平方メートル以下の

もの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  イ 床面積の合計が５０ 

０平方メートルを超え 

１，０００平方メート 

ル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  ウ 床面積の合計が１，

０００平方メートルを

超え２，５００平方メ

ートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

エ 床面積の合計が２， 

５００平方メートルを 

超え５，０００平方メ 

ートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  オ 床面積の合計が５，

０００平方メートルを

超え１０，０００平方

メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  カ 床面積の合計が１０ 

，０００平方メートル 

を超え２０，０００平 

方メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

６，０００円

１０，０００円

１３，０００円

２１，０００円

２４，０００円

３７，０００円

３５，０００円

５４，０００円

６５，０００円

１０１，０００

円

１１２，０００

円

１７４，０００

円

１８５，０００



６２ 長期優良住宅法第５条

第１項から第５項までの規

定による長期優良住宅建築

等計画の認定の申請に対す

る審査で、住宅の品質確保

の促進等に関する法律（平

成１１年法律第８１号。以

下「品確法」という。）第

６条の２第５項に規定する

確認書若しくは住宅性能評

価書又はこれらの写しのあ

るもの 

次の各号に掲 

げる区分に応じ、

当該各号に定め 

る金額 

 一戸建てのもの 

ア 新築の場合 

 イ 増築又は改築の場合 

 一戸建て以外のもの 

  ア 床面積の合計が５０

０平方メートル以下の

もの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  イ 床面積の合計が５０ 

０平方メートルを超え 

１，０００平方メート 

ル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  ウ 床面積の合計が１，

０００平方メートルを

超え２，５００平方メ 

８，０００円

１３，０００円

１７，０００円

２５，０００円

２８，０００円

４２，０００円

円

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

キ 床面積の合計が２０ 

，０００平方メートル 

を超え３０，０００平 

方メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

ク 床面積の合計が３０

   ，０００平方メートル 

   を超えるもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

２８７，０００

円

２２８，０００

円

３５３，０００

円

２４３，０００

円

３７７，０００

円

６２の２ 長期優良住宅法第

５条第１項から第３項まで

の規定による長期優良住宅

建築等計画の認定の申請に

対する審査で、品確法第６

条第１項に規定する設計住

宅性能評価書のあるもの 

１戸につき次

に掲げる額を申

請戸数で除して

得た額 

 一戸建てのもの 

 一戸建て以外のもの 

  ア 床面積の合計が５０

０平方メートル以下の

もの 

  イ 床面積の合計が５０

０平方メートルを超え

１，０００平方メート

ル以下のもの 

  ウ 床面積の合計が１， 

０００平方メートルを 

超え２，５００平方メ 

２３，０００円

７２，０００円

１１２，０００

円

２０７，０００

円



ートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

エ 床面積の合計が２， 

５００平方メートルを 

超え５，０００平方メ 

ートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  オ 床面積の合計が５，

０００平方メートルを

超え１０，０００平方

メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

  カ 床面積の合計が１０ 

，０００平方メートル 

を超え２０，０００平 

方メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

キ 床面積の合計が２０ 

，０００平方メートル 

を超え３０，０００平 

方メートル以下のもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

ク 床面積の合計が３０ 

   ，０００平方メートル 

   を超えるもの 

（ア） 新築の場合 

（イ） 増築又は改築の場 

    合 

５２，０００円

７８，０００円

７８，０００円

１１８，０００

円

１１５，０００

円

１７３，０００

円

１９９，０００

円

３００，０００

円

２５７，０００

円

３８６，０００

円

３００，０００

円

４５１，０００

円

６３ 長期優良住宅法第５条 

第１項から第５項までの規 

定による長期優良住宅建築 

等計画の認定の申請に対す 

る審査で、長期優良住宅法 

第６条第２項の規定による 

申出のあるもの 

 次号に掲げるもの以外 

のもの 

次のア及びイ

に掲げる額の合

ートル以下のもの 

エ 床面積の合計が２， 

５００平方メートルを 

超え５，０００平方メ 

ートル以下のもの 

  オ 床面積の合計が５，

０００平方メートルを

超え１０，０００平方

メートル以下のもの 

  カ 床面積の合計が１０ 

，０００平方メートル 

を超え２０，０００平 

方メートル以下のもの 

キ 床面積の合計が２０ 

，０００平方メートル 

を超え３０，０００平 

方メートル以下のもの 

ク 床面積の合計が３０

   ，０００平方メートル 

   を超えるもの 

３５０，０００

円

５３５，０００

円

９６９，０００

円

１，３２１，０

００円

１，５９７，０

００円

６３ 長期優良住宅法第５条 

第１項から第３項までの規

定による長期優良住宅建築

等計画の認定の申請に対す

る審査で、長期優良住宅法

第６条第２項の規定による

申出のあるもの 

 次号に掲げるもの以外

のもの 

１戸につき次

のア及びイに掲



計額 

ア 第６１項 

各号又は前 

項各号に掲 

げる区分に 

応じ、それ 

ぞれ当該各 

号に定める 

額 

イ ［略］ 

 法第８７条の４に規定 

する建築設備を含むもの 

次のアからウ

までに掲げる額

の合計額 

ア～ウ ［略 

］ 

６４ 長期優良住宅法第８条 

第１項の規定による長期優 

良住宅建築等計画の変更の 

認定の申請に対する審査（ 

次項に規定するものを除く。

） 

第６１項各号 

又は第６２項各

号に掲げる区分

に応じ、それぞ

れ当該各号に定

める額の２分の

１に相当する額 

６５ 長期優良住宅法第８条 

第１項の規定による長期優 

良住宅建築等計画の変更の 

認定の申請に対する審査で、

同条第２項で準用する長期 

優良住宅法第６条第２項の 

規定による申出のあるもの  

 次号に掲げるもの以外

のもの 

 次のア及びイ

に掲げる額の合

計額 

ア・イ ［略 

］ 

げる額の合計額

を申請戸数で除

して得た額 

ア 第６１項

各号、第６

２項各号又

は前項各号

に掲げる区

分に応じ、

それぞれ当

該各号に定

める額（一

戸建て以外

のものにあ

っては、申

請戸数で除

す前の額）

イ ［略］ 

 法第８７条の４に規定 

する建築設備を含むもの 

１戸につき次

のアからウまで

に掲げる額の合

計額を申請戸数

で除して得た額

ア～ウ ［略

］ 

６４ 長期優良住宅法第８条 

第１項の規定による長期優

良住宅建築等計画の変更の

認定の申請に対する審査（

次項に規定するものを除く。

） 

１戸につき第

６１項各号、第

６２項各号又は

第６２項の２各

号に掲げる区分

に応じ、それぞ

れ当該各号に定

める額の２分の

１に相当する額

を申請戸数で除

して得た額 

６５ 長期優良住宅法第８条 

第１項の規定による長期優

良住宅建築等計画の変更の

認定の申請に対する審査で、

同条第２項で準用する長期

優良住宅法第６条第２項の

規定による申出のあるもの

 次号に掲げるもの以外

のもの 

 １戸につき次

のア及びイに掲

げる額の合計額

を申請戸数で除

して得た額 

ア・イ ［略

］ 



 法第８７条の４に規定

する建築設備を含むもの 

次のアからウ

までに掲げる額

の合計額 

 ア～ウ ［略 

］ 

６６ 長期優良住宅法第９条 

第１項の規定による譲受人 

を決定した場合及び同条第 

３項の規定による管理者等 

を選任した場合における長 

１件につき 

２，２００円 

期優良住宅建築等計画の変 

更の認定の申請に対する審 

 査 

６７ 長期優良住宅法第１０ 

条の規定による長期優良住 

宅建築等計画の認定の地位 

の承継の申請に対する審査 

１件につき 

２，２００円 

６７の２ 長期優良住宅法第 

１８条の規定による容積率 

の特例の許可の申請に対す 

る審査 

１件につき 

１６０，０００

円 

６８～８０ ［略］ 

 法第８７条の４に規定

する建築設備を含むもの 

１戸につき次

のアからウまで

に掲げる額の合

計額を申請戸数

で除して得た額

 ア～ウ ［略

］ 

６６ 長期優良住宅法第９条 

第１項の規定による譲受人

を決定した場合における長

期優良住宅建築等計画の変

更の認定の申請に対する審

１戸につき 

２，２００円 

 査 

６７ 長期優良住宅法第１０ 

条の規定による長期優良住

宅建築等計画の認定の地位

の承継の申請に対する審査

１戸につき 

２，２００円 

６８～８０ ［略］ 

 備考   備考  

１～３ ［略］ 

４ 第６１項及び第６２項において「床面積の

合計」とは、長期優良住宅法第５条第１項か

ら第５項までの規定による認定及び変更の認

定の申請に係る住戸が属する１の建築物の延

べ面積（建築基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号）第２条第１項第４号の規定によ

り算出された延べ面積）をいう。 

５～８ ［略］ 

１～３ ［略］ 

４ 第６１項から第６２項の２までにおいて「

床面積の合計」とは、長期優良住宅法第５条

第１項から第３項までの規定による認定及び

変更の認定の申請に係る住戸が属する１の建

築物の延べ面積（建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）第２条第１項第４号の

規定により算出された延べ面積）をいう。 

５～８ ［略］ 

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。ただし、第４条の改正は、公布

の日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例による改正後のさいたま市建築等関係事務手数料条例別表第６１項から

第６７項までの規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に申

請のあった事務に係る手数料について適用し、施行日前に申請のあった事務に係る



手数料については、なお従前の例による。

３ 登録住宅性能評価機関（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律

第８１号。以下「品確法」という。）第５条第１項に規定する機関をいう。以下同

じ。）により住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普

及の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）第１条の

規定による改正前の長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８

７号）第６条第１項各号に掲げる基準に適合すると認められているもの（施行日前

に登録住宅性能評価機関に対し確認を行うことを求めているものに限る。）又は品

確法第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書を交付されているもの（施行日前

に登録住宅性能評価機関に対し品確法第５条第１項の住宅性能評価の申請をしてい

るものに限る。）に係る長期優良住宅建築等計画の認定の申請に対する審査につい

ては、この条例による改正前のさいたま市建築等関係事務手数料条例別表第６２項

から第６５項までの規定は、なおその効力を有する。この場合において、同表第６

２項から第６３項までの規定及び同表備考第４項中「第３項まで」とあるのは「第

５項まで」と、同表第６２項及び第６２項の２中「１戸につき次に掲げる額を申請

戸数で除して得た額」とあるのは「次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る金額」と、同表第６３項第１号及び第６５項第１号中「１戸につき次のア及びイ

に掲げる額の合計額を申請戸数で除して得た額」とあるのは「次のア及びイに掲げ

る額の合計額」と、同表第６３項第２号及び第６５項第２号中「１戸につき次のア

からウまでに掲げる額の合計額を申請戸数で除して得た額」とあるのは「次のアか

らウまでに掲げる額の合計額」と、同表第６４項中「１戸につき第６１項各号、第

６２項各号又は第６２項の２各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額の２分の１に相当する額を申請戸数で除して得た額」とあるのは「第６１項各号、

第６２項各号又は第６２項の２各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額の２分の１に相当する額」とする。



さいたま市条例第４８号 

   さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例

 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例

（平成２６年さいたま市条例第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次

第１章～第３章 ［略］

第４章 雑則（第５３条）

附則

目次

第１章～第３章 ［略］

附則

 （内容及び手続の説明及び同意）

第５条 ［略］

 （内容及び手続の説明及び同意）

第５条 ［略］

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出

があった場合には、前項の規定による文書の交付

に代えて、第５項で定めるところにより、当該利

用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの（以下この条において「電磁的方法」とい

う。）により提供することができる。この場合に

おいて、当該特定教育・保育施設は、当該文書を

交付したものとみなす。

 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又

はイに掲げるもの

ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算

機と利用申込者の使用に係る電子計算機とを

接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録する方法

イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録された前項に

規定する重要事項を電気通信回線を通じて利

用申込者の閲覧に供し、当該利用申込者の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルに

当該重要事項を記録する方法（電磁的方法に



よる提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の

申出をする場合にあっては、特定教育・保育

施設の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルにその旨を記録する方法）

 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準じる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物をもって調製するフ

ァイルに前項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法

３ 前項に規定する方法は、利用申込者がファイル

への記録を出力することによる文書を作成するこ

とができるものでなければならない。

４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、特

定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と、利

用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。

５ 特定教育・保育施設は、第２項の規定により第

１項に規定する重要事項を提供しようとするとき

は、あらかじめ、当該利用申込者に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければなら

ない。

 第２項に規定する方法のうち特定教育・保育

施設が使用するもの

 ファイルへの記録の方式

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施

設は、当該利用申込者から文書又は電磁的方法に

より電磁的方法による提供を受けない旨の申出が

あったときは、当該利用申込者に対し、第１項に

規定する重要事項の提供を電磁的方法によってし

てはならない。ただし、当該利用申込者が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限りでな

い。

 （内容及び手続の説明及び同意）

第３８条 ［略］

 （内容及び手続の説明及び同意）

第３８条 ［略］

２ 第５条第２項から第６項までの規定は、前項の

規定による文書の交付について準用する。

第５２条 ［略］ 第５２条 ［略］

第４章 雑則

（電磁的記録等）

第５３条 特定教育・保育施設又は特定地域型保育

事業者（以下この条において「特定教育・保育施

設等」という。）は、記録、作成、保存その他こ

れらに類するもののうち、この条例の規定におい

て書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、



副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）に

より行うことが規定されているものについては、

当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下この条において同じ。）

により行うことができる。

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定によ

る書面等の交付又は提出については、当該書面等

が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定め

るところにより、教育・保育給付認定保護者又は

施設等利用給付認定保護者（以下この条において

「教育・保育給付認定保護者等」という。）の承

諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電子情報

処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電

子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。

）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供する

ことができる。この場合において、当該特定教育

・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出した

ものとみなす。

 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又

はイに掲げるもの

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機と教育・保育給付認定保護者等の使用に

係る電子計算機とを接続する電気通信回線を

通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録する方法

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに記録された記載

事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付

認定保護者等の閲覧に供し、教育・保育給付

認定保護者等の使用に係る電子計算機に備え

られた当該教育・保育給付認定保護者等のフ

ァイルに当該記載事項を記録する方法（電磁

的方法による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、特定教

育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法）

 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準じる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物をもって調製するフ



ァイルに記載事項を記録したものを交付する方

法

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定

保護者等がファイルへの記録を出力することによ

る文書を作成することができるものでなければな

らない。

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により

記載事項を提供しようとするときは、あらかじめ、

当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護

者等に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の

種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による

承諾を得なければならない。

 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・

保育施設等が使用するもの

 ファイルへの記録の方式

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施

設等は、当該教育・保育給付認定保護者等から文

書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供

を受けない旨の申出があったときは、当該教育・

保育給付認定保護者等に対し、第２項に規定する

記載事項の提供を電磁的方法によってしてはなら

ない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者等

が再び前項の規定による承諾をした場合は、この

限りでない。

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定

による書面等による同意の取得について準用する。

この場合において、第２項中「書面等の交付又は

提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（

以下この条において「記載事項」という。）」と

あるのは「書面等による同意」と、「第４項」と

あるのは「第６項において準用する第４項」と、

「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を

交付又は提出した」とあるのは「書面等による同

意を得た」と、「記載事項」とあるのは「同意に

関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「

同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わ

ない」と、「交付する」とあるのは「得る」と、

第３項中「前項各号」とあるのは「第６項におい

て準用する前項各号」と、第４項中「第２項」と

あるのは「第６項において準用する第２項」と、

「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得

よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「

同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項

各号」とあるのは「第６項において準用する第２

項各号」と、前項中「前項」とあるのは、「第６

項において準用する前項」と、「提供を受けない

」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項に

規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例

の規定による書面等による同意の取得」と読み替

えるものとする。



   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第４９号 

さいたま市保育所条例の一部を改正する条例

さいたま市保育所条例（平成１３年さいたま市条例第１７５号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

名称 位置 定員

［略］

さいたま市立

尾間木保育園

さいたま市緑区

大字中尾１４３

２番地５

［略］

［略］

別表（第２条関係）

名称 位置 定員

［略］

さいたま市立

尾間木保育園

さいたま市緑区

大字中尾９７３

番地２

［略］

［略］

附 則

この条例は、令和４年２月１４日から施行する。



さいたま市条例第５０号 

さいたま市国民健康保険条例の一部を改正する条例

さいたま市国民健康保険条例（平成１３年さいたま市条例第１８５号）の一部を次

のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （出産育児一時金）  （出産育児一時金）

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者

の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一時金と

して４０万８，０００円を支給する。ただし、規

則で定める出産については、４０万８，０００円

に３万円を超えない範囲内で規則で定める額を加

算した額を支給する。

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者

の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一時金と

して４０万４，０００円を支給する。ただし、規

則で定める出産については、４０万４，０００円

に３万円を超えない範囲内で規則で定める額を加

算した額を支給する。

２ ［略］ ２ ［略］

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例による改正後のさいたま市国民健康保険条例第６条第１項の規定は、こ

の条例の施行の日以後に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給について適

用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給については、なお従

前の例による。



さいたま市条例第５１号 

さいたま市農村広場条例の一部を改正する条例

さいたま市農村広場条例（平成１３年さいたま市条例第２３２号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第１３条、第１９条関係） 別表（第１３条、第１９条関係）

利

用

区

分

研 

修 

施 

設

午前 午後 夜間

午前

～午

後

午後

～夜

間

全日

午前

９時

～午

後零

時 

午後

１時

～午

後５

時 

午後

６時

～午

後９

時 

午前

９時

～午

後５

時 

午後

１時

～午

後９

時

午前

９時

～午

後９

時 

 ［略］ 

会議

室①
190 円 220 円 250 円 410 円 470 円 660 円

会議

室② 
170 円 200 円 230 円 370 円 430 円 600 円

会議

室③ 
60 円 70 円 80 円 130 円 150 円 210 円

和室 200 円 280 円 350 円 480 円 630 円 830 円

 ［略］ 

利

用

区

分

研 

修 

施 

設 

午前 午後 夜間

午前

～午

後

午後

～夜

間

全日

午前

９時

～午

後零

時 

午後

１時

～午

後５

時 

午後

６時

～午

後９

時 

午前

９時

～午

後５

時 

午後

１時

～午

後９

時

午前

９時

～午

後９

時 

 ［略］ 

会議

室
360 円 420 円 480 円 780 円 900 円

1,260

円

和室 170 円 240 円 300 円 410 円 540 円 710 円

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。


